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概要：観光地において訪日観光客が求める情報に合わせて観光案内をするなど，訪日観光客の属性を判別
して効果的に情報を発信できるサービスの実現が期待されている．特に，デジタルサイネージなどの時間
に応じて表示コンテンツを変えられる媒体では，イベントや観光情報を周知する手段である言語情報をそ
の利用者に応じて変えることは重要であると考える．これにより多様な地域から集まる観光地において，
訪日観光客の国籍ごとに言語を変えることができ，販売促進やイベント周知を効果的に行えるようになる．
本研究では，空港や駅などに設置してある無料Wi-Fiが提供する DNSサーバから取得できる DNSクエリ
ログを用いてリアルテイムに国籍を判定する手法を提案する．具体的には，DNSクエリログに含まれる問
い合わせドメインから，各国を識別するためのドメインである ccTLDや，RIRに基づいて国コードを算
出し，それらを特徴量として分析することで実現した．日本人 6人，中国人 6人，その他国籍 4人に対し
て評価実験を行った結果，15秒間のクエリログを使用して 61%の精度で国籍判定ができることを明らかに
した．
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1. はじめに
新型コロナウイルス収束後のインバウンドを見据え，訪

日観光客が求める情報に合わせて観光地案内の方法を工
夫することが求められている．観光客の国籍・性別などの
ユーザ属性に合わせて公共機関や飲食店に設置してあるデ
ジタルサイネージ広告を個人に最適化することで，観光客
の回遊支援や観光地の効果的な発信が実現できるようにな
る．特に，外国籍の観光客に対する情報提供において，そ
れを伝える手段である言語情報を多言語化することは最も
重要である．観光庁においてもホームページや駅の券売機
の多言語対応する取り組み [7]が行われていることから，
ユーザ属性の中でも国籍情報を判別できる手法の検討が必
要であると考えられる．
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観光客の国籍を判定する手法として，カメラを用いてリ
アルタイムで画像分析を行い，国籍を判定することが考え
られる．しかし，マスクをしている場合や遮蔽物の影響に
より，国籍の判定精度が低くなることが懸念される．さら
に，インタラクティブ型のデジタルサイネージにおいて，
ディスプレイを通じて観光客が言語を選択することも可能
であるが Interactive Blindness[2]により，タッチ操作でき
ることに気づかないことや，観光地においてスタンドアロ
ン型のデジタルサイネージも多くあるため，多くのデジタ
ルサイネージを活用できるようにすることが望ましい．
そこで本研究では，公共施設などで利用できる無料Wi-Fi

から取得できる Domain Name System(DNS)クエリログ
を活用した国籍判定を行う手法の実現を目指す．その判定
結果を用いることで，無料Wi-Fi 付近に設置しているデ
ジタルサイネージの言語情報を変えることで効果的な情
報発信が行うことができると考える．ただし，訪日観光客
がWi-Fi に接続してからしばらく同じ場所に滞在してい



るとは限らないため，リアルタイムで国籍を判定を行い，
ディスプレイの言語情報を変更しなければならない．つま
り，短時間で蓄積される少ない DNSクエリログから国籍
を判定する手法を検討する必要がある．これまでの取り組
みとして，1ヶ月分の DNSクエリログに含まれるクエリ
ドメインの Country Code Top Level Domain(ccTLD) の
数をユーザ毎に集計することで，国籍の判定を試みてい
る [8]．しかし，問い合わせドメインには ccTLDだけでは
なくGeneric Top Level Domain(gTLD)も多く含まれるこ
とから，Wi-Fiに接続してから短時間のデータで国籍を判
定できるだけの ccTLDが含まれているか否か明らかになっ
ていない．そこで，DNSクエリログに含まれる問い合わせ
ドメインを IPアドレスに変換した後，Regional Internet

Registry(RIR)に基づいて国コードを算出し，国籍判定を
行う手法を提案する．RIRとはアドレス空間を管理してい
る組織であり，地域毎に IPアドレスブロックが割り当て
られている．これを用いることで全てのクエリドメインか
ら国コードを算出することができるため，国籍判定精度を
高めることが期待できる．
本研究により，短時間で国籍判定を行うことで表示言語

をリアルタイムで切り替えられるデジタルサイネージが実
現できることや，デジタルサイネージの前に複数の国籍の
観光客がいる場合，言語ごとに表示時間を割り当てること
が可能となる．現在，無料Wi-Fiは空港や飲食店のみなら
ず，観光地と自治体が連携することで設置箇所が拡大して
おり，それらから得られるデータを利活用することで，さ
らなるマーケティング戦略の立案や観光業の発展に寄与で
きると考える．
本稿では，2章において本研究における関連研究につい

て記述し，3章では今回提案する多言語デジタルサイネー
ジシステムの想定環境やシステム要件について記述し，4

章では事前実験について記述し，5章では DNSクエリロ
グから国籍判定する手法について記述し，6章において実
験結果及び考察について記述し，最後に 7章でまとめる．

2. 関連研究
通信インフラを活用したサービスの提供や，そこから得

られるデータを利活用して国籍判定を行う取り組みは多数
報告されている．
福岡県福岡市に設置している Fukuoka City Wi-Fiは来

街者の利便性向上のためだけではなく，情報発信力の強化
や災害時の活用にも用いており，利便性だけではなく，そ
れを活用したマーケティング戦略や災害時のインフラの
提供などにも活用している．具体的にはバナー機能を用
いて観光スポットやイベントの周知で利便性を図ること
や，Wi-Fiから取得できるデータを利活用することで，観
光ルート造成の活用に充てている．このように通信インフ
ラを活用したサービスの提供は既に実用化されており，観

光業において今後も期待されている．
文献 [5]ではディスプレイに近づいたユーザに対して，デ

ジタルサイネージ上のコンテンツを個人に最適化できる手
法を紹介している．独自のスマートフォンアプリをインス
トール後に自身の興味のあるコンテンツを登録して，ディ
スプレイに近づくことでリクエストを行う手法であるが，
ユーザがスマートフォンにアプリをインストールしないと
いけないため，観光客のように一度きりしか使わないディ
スプレイには適していないことが課題である．
文献 [8]では Domain Name Systen(DNS)クエリログの

うち ccTLD(Country Code Top Level Domain) に着目し
た国籍判定手法を提案している．学内Wi-Fi 経由で蓄積
された 1ヶ月分の DNSクエリログをユーザ毎に分類し，
ccTLDのアクセス回数を集計した結果を数が多いものか
ら降順で並べ替え，Doc2Vec[4]を用いて得られる特徴量か
らユーザ間の類似性を推定している．しかし，観光客が観
光地に設置しているWi-Fiに接続するのは短時間であるこ
とが想定されるため，国籍判定を行うために十分なログの
量が蓄積されていない可能性がある．したがって，今回想
定する多言語デジタルサイネージシステムは先行研究のよ
うに大量のログをバッチ処理し国籍判定するのではなく，
少ないログを分析することで国籍判定を行う必要があり，
リアルタイム性が高い判定手法を検討する必要がある．

3. 多言語デジタルサイネージシステム
本章では提案する多言語デジタルサイネージシステムの

想定環境とシステム要件について記述する．

3.1 想定環境
本節では今回提案する多言語デジタルサイネージの想定

環境について説明する．ICT総研によると近年，SNSの普
及やスマートフォンのパケット利用料を低価格にするため
に，空港やバス停などで無料Wi-Fiを利用する人は増加し
ている [3]．またその利用者の属性を見ると，新型コロナ
流行前の 2019年度の全利用者数が 6342万人であるのに対
し，訪日外国人利用者数は 1687万人であり全体の約 25%

を占めている．このことから，無料Wi-Fiは訪日観光客に
おいて簡単にインターネットに利用でき，利便性を向上さ
せることから重要な役割を果たしている．そこで本研究で
は，駅や空港に設置されたWi-Fiが提供する DNSサーバ
に蓄積された DNSクエリログを活用し，そのWi-Fiに接
続しているユーザの国籍をリアルタイムで判定するシステ
ムを提案する．文献 [1]によると，デジタルサイネージの
効果を高めるにはある程度のユーザが滞在する場所である
必要であるが，駅や飲食店に設置された無料Wi-Fi も同
様の条件で利用されるため，広告効果を損なわずサービス
を提供できる．DNSクエリログには問い合わせ IPアドレ
ス，タイムスタンプ，問い合わせドメインなどが含まれる
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図 1: システム構成

ため，この情報を基に判定することができると考えた．そ
して，Wi-Fi付近に設置してあるデジタルサイネージの言
語情報を変えることで，観光情報やイベントを周知する．
このように，DNSクエリログを利活用することで訪日観光
客に対して，最適なサービスを還元することができるよう
になる．

3.2 システム要件
本節ではシステム要件について記述する．本システムの

目標は，ユーザが無料Wi-Fiに接続すると，ユーザの国籍
をリアルタイムで判定して，ディスプレイの言語情報を変
えることである．そこで以下 2つの要件を定義する．
• リアルタイム性
ユーザは駅や空港に設置している無料Wi-Fiをしばら
く同じ場所に滞在しながら接続するとは限らず，すぐ
に別の場所に移動する可能性がある．そのため，ユー
ザがWi-Fiに接続すると即座に付近に設置しているデ
ジタルサイネージの言語情報が変わるようにする必要
がある．よって，本研究の目標として 15秒という短時
間の DNSクエリログで国籍判定を行うことを目指す．

• 多言語対応
訪日観光客で多い国籍は台湾，韓国，中国，香港であ
り [6]，東アジアからの訪日が多いことから中国語での
表記は必要である．また，世界で最も広く利用されて
いる英語での表記も行うことで，それ以外の国からの
訪日観光客の言語要件を満たす．そのため，本研究で
は日本人（日本語），中国人（中国語），その他（英語）
の国籍を判定し，３カ国の言語を切り替えることがで
きるようにする．

4. 事前実験
本章では，DNSクエリログを収集するために構築したシ

ステム構成及び既存研究での課題について記述する．

4.1 システム構成
DNSクエリログを収集するためのシステム構成を図 1に

示す．本システムは DNSクエリログの収集及びそれを用

いた国籍判定精度の検証を目的としているため，デジタル
サイネージのアプリケーションに判定結果を提供する API

サーバは構築していない．Wi-Fiアクセスポイント兼DNS

キャッシュサーバとして，Intel NUC Mini PC Kitを使用
した．Wi-Fiアクセスポイントは Ubuntu OSが提供して
いるインターネット共有機能を使用した．DNSサーバの
IPアドレス (10.42.0.1)を配布するためのDHCPサーバと
して，CLIでインストールできるパッケージ isc-dhcp-serve

を使用した．さらに本システムでは，Wi-Fiの通信速度を
向上させるために，Intel NUC内蔵の無線アンテナを使用
するのではなく，USBで接続できる外付けアンテナとし
て tplink社製のArcher T3U Plusを使用したため，DHCP

サーバの設定において無線インターフェースを本アンテナ
に設定した．DNS キャッシュサーバは Internet Systems

Consortiumが開発しているBind9を使用し，クライアント
からの DNSクエリをファイルに保存するようにした．そ
の際に保存されるクエリには問い合わせ IPアドレス，タイ
ムスタンプ，問い合わせドメインが含まれる．今回想定し
ているシステムは，処理負荷をできる限り分散するために，
エッジノードで分析するような構成で構築した．また，パ
ブリック DNSサーバとして Google社が提供する Google

Public DNS(8.8.8.8)を使用し，構築した DNSキャッシュ
サーバからフォワーディングするようにした．このように
ユーザは構築したWi-Fiに接続することで DNSクエリロ
グを記録しながらインターネットを利用できる．

4.2 既存手法の検証
DNSクエリログから国籍判定できるか否かを検証する

ために事前実験を行った．文献 [8]ではクエリドメインの
うち ccTLDを用いて国籍判定を試みているが，1ヶ月とい
う多量のデータをもとに分析しており，ユーザ毎の ccTLD

の出現数が国籍判定を行うには十分にあったと考えられる．
しかし今回想定する多言語デジタルサイネージシステムで
はユーザがWi-Fiに接続してから 15秒程度の短時間で国
籍判定を行うことを目標としており，その時間内に ccTLD

がどれほど出現するかは未知数である．さらに，ccTLD以
外にも地域毎に IPアドレスブロックが割り当てられてい
ることから，RIRが管理している国コードに基づいて国籍
判定する要素になると考えられる．これは，日本語のウェ
ブサイトは日本に割り当てられた IPアドレスであり，中国
語のウェブサイトは中国に割り振られた IPアドレスであ
る傾向があることが考えられるためである．そこで ccTLD

と RIRに基づく国コード算出に関して以下 2つの検証を
行う．
• 検証 1: 全DNSクエリログのうち ccTLDはどれく
らいの数が含まれるのか．

• 検証 2: 全 DNSクエリログに対し RIRに基づく国
コード算出を行った場合，ユーザ毎の各国コードの割
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図 2: ccTLDと RIRのデータ処理方法

合はどの程度か．
上記 2つを検証するために，研究室内の日本人 (JP)7人

と留学生 8 人（中国 (CN): 5 人，韓国 (KR): 1 人，イン
ドネシア (ID): 1人，マダガスカル (MG): 1人）を対象に
DNSクエリログを収集する実験を行った．Wi-Fi接続中
はスマートフォンの操作を制限することなく，10分間自
由にウェブサーフィンや SNSを利用するように指示をし
た．その結果，実験対象者全員分の DNSクエリログを収
集できていることを確認した．また，各検証において収集
した DNSクエリログの処理方法を図 2に示す．検証 1に
おいては，問い合わせドメインのうち TLDの部分のみ抽
出し，これを全クエリに対し適用することでユーザごとの
各 TLDの数を数える．検証 2においては (1)問い合わせ
ドメインを pythonのライブラリで IPアドレスに変換した
後，(2)Asia Pacific Network Information Centre(APNIC)

が公開しているデータを基に国コードを算出した．また，
APNICのデータに存在しない IPアドレスが DNSクエリ
ログに含まれていた場合，その問い合わせドメインに対し
ての国コードを Noneとした．

4.3 検証結果
全クエリログに対する Top Level Domain(TLD)の割合

とクエリドメインを IPアドレスに変換した後，RIRに基
づく国コードに変換した結果を図 3，図 4，図 5に示す．縦
軸は観測した ccTLDや国コードの数であり，横軸は被験
者 (15人)である．
• 検証 1: 図 3より，全クエリログに対して，comや net

などの gTLDの割合がほとんどであり，jpや cnなど
の ccTLD の出現頻度が少ないこと明らかになった．
さらに今回観測できた ccTLDである jp・cn・fr・ru・
kr・uk・id・deのみを抽出しユーザごとにその割合を
図 4に示す・中国人のデータには中国の ccTLDである
cnが出現し，日本人のデータには日本の ccTLDであ
る jpが他の ccTLDよりも多く出現しているとから，
長時間 DNSクエリログがあった場合，判定要素に含
めることで判定精度が向上できる見込みがあると考え
る．しかし，10分間の全クエリログのうち ccTLDは
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図 3: ユーザ毎の各 TLDの割合
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図 4: ユーザ毎の ccTLDの割合

約 12%しか含まれず，出現数・出現頻度も被験者ごと
に偏りがあるため，常に安定した判定精度でリアルタ
イム性の高いシステムの実現は困難であると考える．

• 検証 2: 図 5より，全ユーザにおいて USの出現頻度
が多いものの，中国人のログには CNが出現し，日本
人のログには JPが出現する傾向があることが明らか
になった．さらにユーザの国籍に応じて，特定の国の
RIRにアクセスする傾向がある可能性もあり，少ない
クエリログから国籍判定をするにはより国の情報が多
い，RIRを用いる方が高い精度で国籍を判定できると
考える．

以上の結果を踏まえると，ccTLDに関しては多量のデー
タが存在していた場合，その被験者の国籍の ccTLDが多
く検出できる傾向があることから，多量なデータがあった
場合，正確性は優位だが短時間となるとその精度は低下す
る可能性がある．一方で RIRに関しては全ての問い合わ
せドメインを国コードに変換することができるため，様々
な地域の国コードが観測でき，少量のデータから特徴を抽
出できる可能性があると考える．

5. 提案手法
本節では提案手法および実験方法について述べる．

5.1 提案手法: RIRの国コードを用いた判定
事前実験の結果から，リアルタイムで国籍を判定する際
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図 5: RIRに基づく国籍割合
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表 1: 15秒分の ccTLDと RIRを集計した例
ccTLD RIR Label

id cn jp US JP CN ID

JP:1 0 0 2 3 10 0 0 JP

JP:1 0 0 5 4 11 0 0 JP

には RIRに基づいて国コードに変換することが有効であ
る可能性があることがわかった．そこでデータの処理に関
して以下 2つの工夫を行った．
工夫 1：ccTLDとRIRを特徴量とした多クラス分類
データの処理の流れを図 6に示す．まず，被験者ごとの

DNSクエリログを検証 1や検証 2の処理で行った図 2と同
様に ccTLDや RIRに基づく国コードに変換する．次に，
各ユーザで時間幅W ごとにそれらの種類ごとの数を集計
し，その集計結果に対し正解ラベル（JP・CN・Other）を
割り振る．その例を表 1に示す．また，集計する時間幅W

を 15秒から 80秒までの範囲で，5秒ごとにした．時間幅
W における ccTLDや RIRに基づく国コードを集計した
結果を正解ラベルごとに 7:3でトレーニングデータとテス
トデータに分割した．またこの時間幅W にDNSクエリロ
グが含まれないときは，国籍判定が不可能なことから分析
するデータに含めなかった．そしてトレーニングデータを
用いて LightGBMを用いてモデルを作成し，テストデータ
で推論を行う．
工夫 2：時系列を考慮した多数決による国籍判定
本手法は，手法 1のように 15秒分の DNSクエリログを

③⻘: 2，⾚: 1 ⑦⻘: 1，⾚: 1，⻩: 1

そのまま
代⼊

図 7: スライディングウィンドウを用いた多数決

分析した後， その予測結果を時系列で並べ，隣接する予
測結果を基に多数決を行う手法である．実際のデジタルサ
イネージ運用上は判定結果が頻繁に変わってしまうとユー
ザに対し不快感を与えてしまう可能性がある．そのため，
DNSクエリログが記録されていない時間帯や，予測結果
が頻繁に変わってしまうものに対し，工夫を行う必要があ
る．そこで，予測した結果を先頭にウィンドウ幅を決め，
スライディングウィンドウ方式のように一つずつずらして
多数決をとる方式を提案する．
多数決を行うときの条件を以下に示す．また，このよう

な条件で多数決を行った時の具体例を図 7に示す．
• 予測ラベル（JP・CN・Other）に対してそのラベルを
先頭に過去 3つの予測データの中から多数決を行い，
最も数が多い予測ラベルを先頭データに代入する (図
7の 3スライド目)．

• DNSクエリログが記録できなかった 15秒 (None)は，
それを含まない過去の 3つの予測結果を用いて多数決
を行う．

• 多数決の結果，同点の場合は，最新の予測データを代
入する (図 7の 7スライド目)．

このようにユーザから取得できた直近のデータのみでは
なく，過去のデータも判定要素として含めることで精度が
向上すると考えた．また分析の際は本手法ではWi-Fi に
接続し始めてから 4分間のデータをテストデータにし，そ
れ以外のデータをトレーニングデータにした．本研究では
Wi-Fiに接続し始めて 15秒程度の短時間で国籍判定を行
うことを目指しているため，本手法では 15秒分の DNSク
エリログを用いて予測を行い，その精度について評価する．

5.2 実験方法
研究室内の日本人 6人，留学生 10人 (中国人: 6人，エ

ジプト人: 2人，韓国人: 1人，マダガスカル人: 1人)を対
象とし，構築したシステムのWi-Fiに接続した．また，事
前実験ではWi-Fi接続中は自由にスマートフォンを操作し
てもらっていたが，今回の実験では実際の観光を再現する
ために，以下のような条件で行った．
実験条件
• 現在地：京都駅
• 時刻：正午 12時
• 課題：午後 17時までの観光スケジュールを決定する．
• 制限：Google Mapの使用も可能だが，それだけを使



うのは禁止し，ブラウザでも調べる．
• 言語：母語もしくは母国語
• 時間：10分程度
上記条件で観光調査を行ってもらい，被験者の DNSク

エリログを収集した．また，実験終了後に作成したスケ
ジュールや参考にしたウェブサイト名をアンケートで収集
した．

6. 実験結果及び考察
本システムの有効性を示すために収集した DNSクエリ

ログの分析を行った．以下，実験結果及び考察について記
述する．

6.1 ccTLDとRIRを特徴量とした多クラス分類の結果
RIRに基づいた国籍判定の結果を図 8に示す．横軸は何

秒毎にユーザの DNSクエリログを分割し ccRLDと RIR

に基づく国コードを集計したかを示し，縦軸は判定精度を
示す．
まず，特徴量を ccTLDにした場合は，用いるデータの

時間幅が最も短い 15秒の精度は 44.0%であった．これは
15秒分の DNSクエリログでは ccTLDの出現頻度が少な
いため，精度が低くなったと考える．つまり ccTLDを特
徴量とした場合，15秒のような短時間で国籍判定を行うの
は困難であることが明らかになった．しかし，用いるDNS

クエリログのデータが多くなるほど，ccTLDの観測数も多
くなるため判定精度が高くなる傾向になることが明らかに
なった．
RIR に基づく国コードの数を特徴量とした場合，短時

間の DNSクエリログを用いた時の精度は ccTLDを特徴
量とした時より精度が高くなる傾向にあることが明らかに
なった．しかし，55秒分の DNSクエリログを用いた時を
境に，用いる DNSクエリログを増やしても精度が横ばい
になることがわかった．また，80秒分の DNSクエリログ
を用いた場合は ccTLDの数が十分であったため，判定精
度が RIRのみを特徴量としていた場合と比較して上回る
精度となった．
RIRと ccTLDを特徴量とした場合は RIRのみの場合と

同様に，短時間の DNSクエリログを用いた時の精度から
55秒間の DNSクエリログを用いた時まで精度は増加傾向
になることがわかった．RIRのみを特徴量とした場合と
RIRと ccTDを特徴量とした場合は，精度に大きく差はな
いことがわかる．
このような結果から，短時間で国籍判定を行うには，RIR

に基づく国コードと ccTLDの数のどちらも特徴量にする
ことが望ましいことが明らかになった．しかし，ccTLDの
みを特徴量とした場合は長時間の DNSクエリログを用い
ることで精度が向上していることから，今後それらの特徴
量を組み合わせて精度向上を見込むことができると考える．

15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80
seconds

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.65

0.70

0.75

0.80

ac
cu

ra
cy

Accuracy of nationality determination
ccTLD
RIR
ccTLD+RIR

図 8: 時間幅W における精度比較

6.2 時系列を考慮した多数決による国籍判定の結果
判定結果の時系列変化の分析を行った．15秒分の ccTLD

と RIRの集計データ用いて最初の 4分間分をテストデー
タとして，それ以外のデータをトレーニングデータとして，
モデルを作成した後，国籍の予測を行った．
判定結果を時系列に並べたものを図 9aに，DNSクエリ

ログが含まれていない時間 (None)を一つ前の予測結果に
した時の結果を図 9bに示す．縦軸は被験者の国籍であり，
それぞれ 15秒の集計データを 4分間分 (16個)並べてい
る．図 9bより，判定結果が連続的に変化するため，実際
にデジタルサイネージを運用する上では，ユーザ体験の低
下が懸念されると考えられる．また，図 9bの結果を用い
て，被験者の国籍に対してディスプレイに表示される言語
が正しい時間の割合を算出すると，4分間のうち 54%で正
しい言語が表示される結果となった．
最後に，近接する 3つの判定結果で多数決を取った結果

を図 9cに示す．図 9bと比較して，被験者の国籍が正しく
表示されるような傾向であり，かつ連続的にディスプレイ
に同じ言語が表示されるようになっていることがわかる．
また，アンケートの結果から，被験者 CN:2において多言
語対応の日本のサイトを利用して観光地調査を行っていた
ことがわかった．そのため中国語のウェブサイトを閲覧し
ても，そのアクセス先が日本にある多言語サイトであった
場合，判定精度が低下することが懸念される．図 9cの結
果を用いて，ユーザの国籍に対してディスプレイに表示さ
れる言語が正しい時間の割合を算出すると，4分間のうち
61%で正しい言語が表示される結果となった．
以上より，判定結果を単純に時系列で並べる方式より，

近接する過去の判定結果を用いて多数決を取る方式の方が
判定精度が高く，連続して同じ言語が表示されるような結
果となった．

7. まとめ
本稿では，端末の DNS クエリログを用いて ccTLD や
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(c) 提案手法の表示言語の時間変化
図 9: 表示言語の時系列変化

RIRに基づく国コードから国籍判定を行う手法を提案し
た．その結果，15秒分のデータを時系列に並べ，過去の
予測結果を加味することで判定精度が向上することが明ら
かになった．今後の課題として，判定結果を時系列に並べ
多数決を取る際にそのウィンドウサイズを可変にすること
や，多数決を行う条件をさらに工夫することで精度の向上
が期待できると考える．また，国籍を判定するだけではな
く，Wi-Fi利用者が見ているウェブサイトから利用者の興
味を推測しディスプレイ表示を変更するなどの工夫を行う
ことで，より効果的なデジタルサイネージシステムが実現
できると考える．
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